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○宇都宮市県立自然公園の許可，届出等取扱要綱 

平成22年３月31日 

告示第176―３号 

改正 平成24年３月第133―３号 

平成31年３月第105号 

令和元年６月第226―５号 

目次 

第１章 総則（第１条―第２条） 

第２章 許可（第３条―第14条） 

第３章 届出（第15条―第23条） 

第４章 国，県及び市の機関が行う行為の取扱い（第24条―第26条） 

第５章 違反行為（第27条―第29条） 

第６章 立入検査（第30条） 

第７章 書類の交付等（第31条） 

第８章 雑則（第32条―第36条） 

第１章 総則 

（趣旨） 

第１条 県立自然公園に係る栃木県立自然公園条例（昭和33年栃木県条例第11号。以下「条

例」という。）第19条第１項に規定する特別地域又は第21条第１項に規定する普通地域

内において行う行為に関する許可，届出，報告及び違反行為に対する措置等については，

条例及び栃木県立自然公園条例施行規則（昭和33年栃木県規則第56号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか，この要綱の定めるところによる。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（定義等） 

第２条 前条に規定する許可，届出，報告及び違反行為に対する措置等に関する用語の意義

は，条例，規則，この要綱等に特別の定めがあるものを除き，国立公園の例によるものと

する。 

２ 次の第１号から第３号まで，第５号及び第６号に掲げる用語の意義並びに第４号及び第

７号に掲げる適用基準については，それぞれ当該各号に定めるとおりとする。 

(1) 水平投影面積 当該工作物の占める空間の水平投影面積をいうものをいい，道路に

あっては，路肩から路肩までの部分（側溝が接する場合にはこれを含む。）をいうもの
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とする。 

(2) 住宅 もっぱら日常生活の本拠として利用するために設置される建築物（居住の用

に供する部分が延べ面積の２分の１以上である併用住宅を含む。）をいい，分譲又は貸

付を目的とした集合住宅，会社等の設置する従業員宿舎を含まないものとする。 

(3) 仮工作物 その構造が，容易に移転し，又は除却することができるもの（自力で移

動することができない廃車等を単に地上に置いて食堂等の施設として使用している場

合を含む。）であって，設置期間が３年を超えない工作物をいうものとする。ただし，

規則第16条第６号に規定する工事用の仮工作物とは，直接工事にかかわる仮工作物を

いうものとし，資材を他の場所から搬入するための仮索道等を含まないものとする。 

(4) 工作物の規模 同一敷地内に数個の工作物をそれぞれ独立して設置する場合には，

その行為が一括して申請され，又は届け出た場合においても，個々の工作物の規模ごと

に，規則第15条の２の許可基準及び規則第17条の基準を適用するものとする。 

(5) 土石 鉱物（鉱業法（昭和25年法律第289号）第３条に規定するものをいう。）以

外の一般の土石類をいう。ただし，条例第19条第３項第７号の規定により指定された

土石については，主として岩石，鉱物及びその破砕物，風化物等をいい，鉱物を含むも

のとする。 

(6) 土石の採取及び土地の形状変更 土石の採取は，温泉ボーリング，地質調査ボーリ

ング等も含め，土石を採取して行為地外に持ち出す行為をいい，土地の形状変更は，行

為後において行為地内における土石の総量が減少しない行為をいうものとする。この場

合において，規則第16条第18号に規定する「土地の形状を変更するおそれのない範囲

内で土石を採取すること」とは，小石を拾う程度の行為をいうものとする。 

(7) 広告物その他これに類する物 標識，案内板，広告塔，遭難，慰霊碑，銅像等の工

作物は，「広告物その他これに類する物」として取り扱うものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

第２章 許可 

（許可申請内容等に対する指導） 

第３条 許可申請に関し相談を受けたときは，申請に係る行為の内容及び申請書の内容が，

条例，規則及びこの要綱に照らし適切なものとなるよう指導するものとする。この場合に

おいて，指導に際しては，宇都宮市行政手続条例（平成８年条例第41号。以下「行政手

続条例」という。）第30条から第35条までの規定に留意するものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 
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（許可申請書の添付書類等） 

第４条 規則第15条第２項及び第３項の規定に基づく許可申請書の添付書類等（規則第18

条の３の適用がある場合には，適用後の添付書類等）は，条例第19条第３項各号のそれ

ぞれの行為につき別表に掲げる添付書類等とする。 

２ 前項の添付書類等のうち意匠配色図の添付が必要な場合には，図面に日本産業規格標準

色票（マンセル表色系）の色票番号を記載し，又は必要に応じ資材のサンプルを提出する

など，客観的に色彩を特定できる方法を講じるよう指導するものとする。 

（平24告示133―３・令元告示226―５・一部改正） 

（許可申請書の受理等） 

第５条 市長は，申請書が提出されたときは，当該申請書について不備又は不足するものが

ないことを確認し，不備又は不足するものがある場合には相当の期間を定めて，申請者に

補正の要求を行うものとする。 

２ 前項の補正の要求をした場合において，相当の期間を経過しても申請書の不備等が補正

されない場合には，行政手続条例第７条の規定に沿って申請を拒否する処分を行うものと

する。 

（許可申請書の審査等） 

第６条 市長は，申請書が提出されたときは，次の各号に掲げる事項について審査し，処理

するものとする。 

(1) 公園計画との関係 

(2) 行為地及び行為地周辺の状況 

(3) 施行方法の適否 

(4) 風致又は行為地周辺の環境に及ぼす影響 

(5) 他法令による処分の状況 

(6) 土地所有者の諾否 

(7) その他許否の判断に必要な事項 

２ 前項の処理は，申請書が提出された日（申請書の不備又は不足について補正を求めた場

合にあっては，当該補正がなされた日）から起算して原則として20日以内に行うものと

する。ただし，申請書の内容の不備その他の事由により指導を要する場合には，この限り

でない。 

（自然環境の総合調査に関する書類を求めた場合の取扱い） 

第７条 申請書の提出があった後，規則第15条第４項の規定により，市長が同条第３項各
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号に掲げる事項を記載した書類の提出を求めた場合における第５条第１項及び前条の規

定の適用については，これらの規定中「申請書」とあるのは「規則第15条第３項各号に

掲げる事項を記載した書類」と読み替えて適用するものとする。 

（許可に関する審査基準） 

第８条 許可申請の許可の適否の審査に当たっては，規則第15条の２の許可基準及び同条

第28項の規定に基づき知事が定める許可基準の特例のほか，同条各項に規定する基準の

内容を具体化した県立自然公園管理計画（平成12年６月15日付け自環第114号栃木県林務

部長通知。以下「管理計画」という。）の風致景観の管理に関する事項の許可取扱方針に

よるものとする。 

２ 規則第15条の２の許可基準の解釈及び運用に当たっては，県立自然公園に関して特に

定めがある場合を除き，「自然公園法の行為の許可基準の細部解釈及び運用方法につい

て」（平成12年８月７日付け環自計第171号，環自国第448―１号環境庁自然保護局長通

知）において定める細部解釈及び運用方法の例によるものとする。 

３ 第１項の管理計画及び前項の通知は，行政手続条例第５条第１項の審査基準として取り

扱うこととし，同条第３項の規定により，都市整備部景観みどり課において備付けその他

の適当な方法により公にするものとする。 

（平24告示133―３・平31告示105・一部改正） 

（申請の許可） 

第９条 市長は，許可申請に対し申請の許可の処分を行う場合には，許可指令書により申請

者に通知するものとする。 

（許可に際しての条件） 

第10条 条例第20条の規定による条件は，付された条件が履行されない場合は，条例第22

条の規定による中止命令等又は条例第46条の規定による罰則が適用され得ることから，

具体的かつわかりやすい表現を用い，原則として別に定める例文によるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（申請の拒否又は不許可処分） 

第11条 市長は，許可申請に対し申請の拒否又は不許可の処分を行う場合には，行政手続

条例第８条の規定により，申請拒否指令書又は申請不許可指令書にその理由を記載するも

のとする。 

（各種行為の主従の判断） 

第12条 工作物を新築しようとする際に木竹の伐採，土地の形状変更等を伴う場合その他
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の条例第19条第３項各号に掲げる行為のうち，許可申請の内容に複数の行為が含まれて

いる場合であって，行為の主従の判断が可能なときは，主たる行為を許可対象とし，その

他の行為は関連行為として申請書にその旨明記させるものとする。ただし，次に掲げる場

合には，それぞれの行為を許可対象行為とし，個別に申請を行わせ，個別に処分を行うこ

ととする。この場合において，一方の許可申請書と他方の許可申請書とを併せて申請させ，

一方の許可申請書の添付図面等中に，他方の許可申請に係る行為の内容を示させることに

より，他方の許可申請書の添付図面等を規則第18条の３第３項の規定により省略させる

ことができる。 

(1) 工作物の新築のための敷地を造成するために水面を埋め立てる場合。この場合には，

水面の埋立及び工作物の新築として取り扱うものとする。 

(2) その高さが13メートル以上であり，かつ，容易に移転し，又は除却することができ

ない構造の鉄塔（やぐらを含む。）を設けてボーリングを行う場合。この場合には，工

作物の新築及び土石の採取として取り扱うものとする。 

(3) ダム，水門の新築に伴い，河川，湖沼等に水位又は水量の増減を及ぼさせる場合。

この場合には，工作物の新築及び水位又は水量の増減を及ぼさせる行為として取り扱う

ものとする。 

(4) 廃棄物の最終処分場のうち，遮水シート等の工作物の設置を伴う場合。この場合に

は，工作物の新築及び土地の形状変更として取り扱うものとする。 

(5) 主たる行為以外の行為として申請されている内容が，主たる行為に伴って通常必要

とされる行為の範囲を超えると判断される場合 

（平24告示133―３・一部改正） 

（相互に関連した諸行為の取扱い） 

第13条 地質調査ボーリングとダム等の建設，発電所建設と送電線架設，温泉ボーリング

と給湯管布設等一定の計画に基づいて行う相互に関連した諸行為については，あらかじめ

当該計画の概要を当初の許可申請書に添付させ，計画全体につきその適否を判定すること

により，当初の申請に係る行為とその後の申請に係る行為に対する処分が矛盾しないよう

措置するものとする。 

（許可後における内容の変更手続） 

第14条 規則第15条第１項第１号から第６号までに規定する申請内容又は条例第20条の規

定による条件により確定された工事の着手若しくは完了の日の内容を，当該許可を受けた

後に変更しようとする場合には，新たな申請を行わせるものとする。ただし，規則第15
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条第１項第１号に掲げる事項の変更については，申請者が同一人である場合に限り，当該

事項を届け出ることによって足りるものとする。 

２ 前項本文の場合においては，許可申請書の備考欄に，既に許可を受けたものの変更であ

る旨，当該許可処分の日付及び番号並びに許可に付された条件，その他必要な事項を記載

させるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

第３章 届出 

（特別地域に関する届出の処理） 

第15条 市長は，条例第19条第５項，第６項又は第７項の規定による届出書が提出された

ときは，当該届出書について不備又は不足するものがないことを確認し，不備又は不足す

るものがある場合には届出者に補正させるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内における行為の届出内容等に対する指導） 

第16条 普通地域内における行為の届出に係る当該行為の内容及び届出書の内容について

は，条例，規則，この要綱及び管理計画の風致景観の管理に関する事項の普通地域内の要

届出行為に関する取扱方針に照らし適切なものとなるよう指導するものとする。この場合

において，指導に際しては，行政手続条例第30条から第35条までの規定に留意するもの

とする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内における行為の届出書の添付書類等） 

第17条 規則第16条の２第２項の規定に基づく普通地域内における行為の届出書の添付書

類等（規則第18条の３の適用がある場合には，適用後の添付書類等）は，条例第21条第

１項各号のそれぞれの行為につき別表に掲げる添付書類等（同表の大規模な開発行為に係

る自然環境に関する総合調査の書類を除く。）に準ずるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内における行為の届出書の受理等） 

第18条 市長は，普通地域内における行為の届出書が提出されたときは，当該届出書につ

いて不備又は不足するものがないことを確認し，不備又は不足するものがある場合には届

出者に補正させた上で，当該届出書を受理するものとする。この場合においては，受理を

した日をもって条例第21条第３項に規定する「届出があった日」又は同条第５項に規定

する「届出をした日」と取り扱うものとする。 
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２ 市長は，届出書を受理したときは，届出書受理通知書により届出者に通知するものとす

る。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内における行為の届出書の審査等） 

第19条 市長は，受理した届出書について，次の各号に掲げる事項を審査するものとする。 

(1) 公園計画との関係 

(2) 行為地及び行為地周辺の状況 

(3) 施行方法の適否 

(4) 公園の風景又は行為地周辺の環境に及ぼす影響 

(5) 他法令による処分の状況 

(6) 土地所有者の諾否 

(7) その他届出に係る措置の判断に必要な事項 

（普通地域内における行為の措置命令等） 

第20条 市長は，条例第21条第２項の規定により禁止，制限又は必要な措置を命ずる処分

を行おうとする場合には，行政手続条例第27条から第29条までの規定により，弁明の機

会を付与するものとし，処分に当たっては，行政手続条例第14条の規定により，禁止制

限措置指令書にその理由を記載するものとする。 

２ 市長は，実地の調査をする必要があるとき，弁明の機会の付与に時間を要するときその

他届出を受理した日から30日以内に条例第21条第２項の処分を行うことができない合理

的な理由があるときは，条例第21条第４項の規定に基づき同条第２項の規定による命令

を行うことができる期間を延長することとし，その旨及び延長する理由を禁止制限措置命

令期間延長通知書により届出者に通知するものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内における行為の届出に係る着手制限期間の短縮） 

第21条 条例第21条第６項の規定により，同条第５項に規定する着手制限期間を短縮しよ

うとする場合は，着手制限期間短縮通知書により届出者に通知するものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内における各種行為の主従の判断） 

第22条 普通地域内における各種行為の主従の判断については，第12条に規定するところ

によるものとする。 

（特別地域と普通地域にわたる行為の取扱い） 
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第23条 普通地域内において届出を要する行為が特別地域内で許可を要する行為と同一の

者により一体的に行われる場合には，普通地域内行為届出書を特別地域内の許可申請書と

併せて提出し，許可申請書の添付図面等中に届出に係る行為の内容を示させることにより，

届出書の添付図面等を規則第18条の３第３項の規定により省略させることができる。 

２ 市長は，普通地域内の行為に対して禁止制限措置命令を行う必要があるか否かを，特別

地域内の行為の許可申請の審査と同時に行う必要があると認めるときは，第20条第２項

の規定の例により，条例第21条第２項の規定による命令を行うことができる期間を延長

するものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

第４章 国，県及び市の機関が行う行為の取扱い 

（国の機関が行う行為の取扱い） 

第24条 県立自然公園の区域内における国の機関が行う行為については，自然公園法（昭

和32年法律第161号）第79条第２項の規定に基づき，同法第68条の規定の例による。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（特別地域内で県及び市の機関が行う行為の取扱い） 

第25条 県及び市の機関が条例第19条第３項に該当する行為を行おうとする場合は，同項

の許可を要しないものとする。この場合において，当該県及び市の機関は，その行為をし

ようとするときは，あらかじめ，市長に協議するものとする。 

２ 前項の協議は，第２章に定めるところに準じて取り扱うものとする。この場合において，

条例，規則，この要綱等の規定中「許可申請書」，「申請者」，「行為の許可」等の用語

は，それぞれ「協議書」，「協議者」，「行為の同意」等と適宜読み替えるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（普通地域内で県及び市の機関が行う行為等の取扱い） 

第26条 県及び市の機関は，条例第19条第５項から第７項まで及び条例第21条第１項の届

出を要しないものとする。この場合において，当該県及び市の機関は，これらの規定によ

る届出の例により，市長にその旨を通知するものとする。 

２ 前項の通知は，前章に定めるところに準じて取り扱うものとする。この場合において，

条例，規則，この要綱等の規定中「届出書」，「届出者」等の用語は，それぞれ「通知書」，

「通知者」等と適宜読み替えるものとする。 

３ 市長は，条例第21条第１項の規定による届出の例による通知があった場合において，

当該公園の風景を保護するために必要があると認めるときは，当該県及び市の機関に対し，
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風景の保護のためにとるべき措置について協議を求めるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

第５章 違反行為 

（違反行為の予防及び発見） 

第27条 市長は，許可又は届出に関して次に掲げる方法により違反行為の予防及び発見に

努めるものとする。 

(1) 県及び関係市町と連携して公園内及び周辺地域の住民，事業者等に対し，法令の趣

旨及び規定の内容を機会あるごとに周知させること。 

(2) 公園の区域図及び公園計画図を常に整理し，関係者の求めに応じ随時供覧できるよ

う備えること。 

(3) 巡視を励行すること。 

(4) 申請者又は届出者に対し，許可処分を受ける前又は着手制限期間の経過前に行為に

着手しないよう指導すること。 

(5) 条件を付して許可された行為又は制限され，若しくは必要な措置を命ぜられた行為

については，当該条件又は制限若しくは措置命令の履行を監督すること。 

（違反行為に対する措置） 

第28条 市長は，許可又は届出に関して違反行為を発見したときは，次に掲げる措置を講

ずるものとする。 

(1) 違反行為の中止を勧告すること。 

(2) 違反行為が普通地域内の届出を要する行為に関するもので必要がある場合には，第

20条の規定により禁止制限措置命令を行うこと。 

(3) 違反行為の態様が悪質である等，特に必要があると認める場合は，刑事訴訟法（昭

和23年法律第131号）第239条及び第241条の規定により告発の手続をとること。 

(4) 違反行為が他の法令の規定による違反行為と重複するときは，速やかに当該法令に

係る関係行政庁に連絡すること。 

(5) 行為の中止を勧告した時点で，当該違反行為により災害の発生の可能性があると認

められる場合には，早急に災害防止のための応急措置がとられるよう取り計らうこと。 

（違反行為に対する中止命令等） 

第29条 条例第22条第１項の規定により中止又は原状回復等を命ずる場合には，行政手続

条例第27条から第29条までの規定により，弁明の機会を付与するものとし，処分に当た

っては，行政手続条例第14条の規定により指令書にその理由を記載するものとする。た
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だし，中止を命ずる場合であって，公益上緊急に処分する必要がある等，同条例第13条

第２項各号に該当する場合には，弁明の機会の付与の手続をとらずに速やかに処分を行う

ものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

第６章 立入検査 

第30条 市長は，条例第23条第２項の規定による立入り，検査又は調査を管下の職員に行

わせる必要があると認めるときは，当該職員に対し，立入り，検査又は調査の実施を指示

する指示書を交付するものとする。 

２ 当該職員は，立入り，検査又は調査を行う場合は，条例第23条第３項に規定する身分

を示す証明書とともに前項の指示書を携帯し，関係者に提示しなければならない。 

（平24告示133―３・一部改正） 

第７章 書類の交付等 

第31条 次に掲げる許可申請の拒否，不許可，禁止，中止命令等の処分に係る指令書の交

付に当たっては，処分の内容を名あて人に確実に伝達するとともに，処分があったことを

知った日を明確にするため，当該指令書又は通知書を直接名あて人に交付の上，捺印のあ

る受領書を受けること又は配達証明扱いで郵送することにより交付することとする。 

(1) 条例第19条第３項の規定による許可申請に対する拒否又は不許可の処分 

(2) 条例第21条第２項の規定による普通地域における行為の禁止，制限等の処分及び同

条第４項の規定による同条第３項の期間の延長の処分 

(3) 条例第22条第１項の規定による中止命令等の処分 

（平24告示133―３・一部改正） 

第８章 雑則 

（２以上の市町にわたる行為の取扱い） 

第32条 条例又は規則の規定により許可又は届出が必要な行為で２以上の市町にわたるも

のについては，該当する市町長それぞれに許可又は届出を行うよう求めるものとする。 

２ 前項の規定により許可の申請又は届出を受けた市町長に対しては，関係市町長との協議

を求め，その上で処理をするものとする。 

（処理結果の報告） 

第33条 市長は，条例第19条第３項の許可及び不許可，同条第５項，第６項若しくは第７

項又は条例第21条第１項の規定による届出の受理並びに同条第２項又は条例第22条第１

項の規定による命令の件数について集計し，前年度分の処理件数を毎年４月末日までに，



11/13 

栃木県に報告するものとする。 

２ 前項の報告には，次条の処分台帳の写しを添えるものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（処分台帳の整理） 

第34条 市長は，条例第19条第３項の許可申請，同条第５項，第６項若しくは第７項又は

条例第21条第１項の規定による届出及び同条第２項又は条例第22条第１項の規定による

命令に関して，処分台帳を整理し，進行管理を行うものとする。 

（平24告示133―３・一部改正） 

（様式） 

第35条 この要綱に規定する申請書等の様式は，別に定める。 

（補則） 

第36条 この要綱に定めるもののほか必要な事項は，別に定める。 

制定文 抄 

平成22年４月１日から適用する。 

改正文（平成24年３月22日告示第133―３号）抄 

平成23年４月１日から適用する。 

改正文（平成31年３月28日告示第105号）抄 

平成31年４月１日から適用する。 

改正文（令和元年６月28日告示第226―５号）抄 

令和元年７月１日から適用する。 

別表（第４条，第17条関係） 

行為許可手続別標準添付書類一覧 

許可行為等の種類 

添付書類 

工

作

物

の

新

築

・増

築

・改

木

竹

の

伐

採 

土

石

の

採

取

（

鉱

物

の

水

位

水

量

の

増

減 

広

告

物

の

設

置

・掲

出 

物

の

集

積

・貯

蔵 

水

面

の

埋

立

（

干

拓） 

土

地

の

形

状

変

更 

指

定

植

物

の

採

取

等 

指

定

動

物

の

捕

獲

等 

工

作

物

等

の

色

彩

変

更 

車

馬

・動

力

船

等

の

使

用 

指

定

区

域

へ

の

立

入

り 

木

竹

の

植

栽 

家

畜

の

放

牧 
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築 掘

採） 

行為の場所を明らかに

した縮尺50,000分の1

以上の地形図 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

行為地及びその付近の

状況を明らかにした縮

尺50,000分の1以上の

概況図 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ 

行為地及びその付近の

状況を明らかにした天

然色写真 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○     ○ ○ ○ ○ ○ 

行為の状況

を明らかに

した縮尺

1,000分の1

以上の図面 

平面図 ○   ○   ○ ○ ○ ○               

立面図 ○       ○ ○         ○         

断面図 ○   ○   ○   ○ ○               

構造図 ○       ○                     

意匠配色

図 

○       ○           ○         

植栽その他修景の方法

を明らかにした縮尺

1,000分の1以上の修景

図 

○   ○   ○   ○ ○           ○   

行為の施行方法の表示

に必要な図面 

○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ 

大規模な開発行為に係

る自然環境に関する総

合調査の書類（注） 

○ ○ ○ ○   ○ ○ ○               

（注） 申請に係る行為（道路の新築及び農林漁業のために反復継続して行われるものを

除く。）の場所の面積が１ヘクタール以上である場合又は申請に係る行為がその延長が

２キロメートル以上若しくはその幅員が10メートル以上となる計画になっている道路

の新築（条例の規定による許可を現に受け又は受けることが確実である行為が行われる
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場所に到達するためのものを除く。）の場合に添付する。 

 


